
● 福祉分野15問

● 範囲が広いのでコスパが悪い

● 常識的に判断できる選択肢も多い

● 医療分野20問と合わせて基準点をクリア

● 広く浅く（深掘りしない）

● 頻出問題（コミュニケーション、ソーシャルワーク、生活保護、特定福祉用具販売、訪問介護、通所介護、訪問入浴介護、介護老人福祉施設）を覚える

● 余力があれば障害者総合支援法、日常生活自立支援事業、短期入所生活介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護

● 過去問重視で解き方を身につけましょう
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ソーシャルワーク　専門用語に慣れておこう

・インテーク面接

　初回面接、1回で終わらせる必要はない、相互確認と記録

・バイステックの7原則
　個別化、意図的な感情表出、統制された情緒関与、非審判的態度、自己決定、秘密保持

・予備的共感
　事前情報をもとにクライエントの立場に立った見方を予測し共感的な姿勢を準備しておくこと

・波長合わせ

　クライエントの反応に合わせて、相談援助者自らの態度、言葉遣い、質問形式を修正していくこと

・オープンクエスチョン

　開かれた質問

・クローズドクエスチョン

　閉じられた質問、はい・いいえで答えられる

・スーパービジョン

　上司や先輩からの指導・助言により相談援助者が自覚せずに行っている職業倫理違反を点検

・アウトリーチ

　援助を申し出てこない人に外側から手を差し伸べる
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ソーシャルワークの対人援助技術
解き方ポイント

・主語は重要ではない

・相手方が誰なのか？で個別援助、集団援助、地域援助が決まる

個人・家族

集団

地域
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居宅サービス

・訪問　　ほ1　訪問介護　
　　　　　　2　訪問入浴介護
　　　　　　3　訪問看護
　　　　　　4　訪問リハビリ
　　　　　　5　居宅療養管理指導
・通所　　つ6　通所介護　　　　　　　　　　　　
7　通所リハビリ
・短期入所た8　短期入所生活介護
　　　　　　9　短期入所療養介護
・その他　10特定施設入居者生活介護
　　　　　11福祉用具貸与
　　　　　12特定福祉用具販売

施設サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・介護療養型医療施設

地域密着型サービス

①定期巡回・随時対応型

②夜間対応型訪問介護

③地域密着型通所介護

④認知症対型通所介護

⑤小規模多機能型居宅介護

⑥認知症対応型共同生活介

護

⑦地域密着型特定施設入居

者

⑧地域密着型介護老人福祉施設

⑨看護小規模多機能型居宅介護

居宅介護支援

ほ　１　、つ　６　以外
④、⑤、⑥　

　　
介護予防支援

　　

保険給付が適用される介護サービスの種類

福祉分野
介護支援分野と関係するところ

先ずは

・ほ1
・ほ2
・つ6
・11,12
・介護老人福祉施設

余力があれば
・た8
・⑤

広く浅くが鉄則
迷子にならないように注意 11



訪問介護
従事者　管理者、サービス提供責任者、訪問介護員等

身体介護

排泄介助、食事介助、清拭・入浴介助、通院・外出介助

自立生活支援のための見守り的援助

特段の専門的配慮をもって行う調理（嚥下障害の流動食）

特別な医療的ケア（体温測定、血圧測定、 服薬介助、軟膏塗布、湿布の貼

付、座薬の挿入、爪の手入れ）

生活援助
清掃、洗濯、衣服の整理、一般的な調理、買い物、 薬の受け取り、安否確

認、ゴミ出し、利用者不在のベッドでのシーツ交換

認められないもの 医療行為、家族の衣類の洗濯、来客の応接、犬の世話は対象外

※サービス提供責任者は介護福祉士、実務者研修修了者
※訪問介護員は介護福祉士または介護員の養成に関する研修修了者
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訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護

浴槽を提供して居宅での入浴援助を行い、利用者の身体の清潔保持、心身機能の維持等を図る

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護

看護職員

（看護師・准看護師）
1人以上

介護職員 2人以上 1人以上

※看護職員と介護職員で行うサービスだが、利用者の体調が安定していれば主治医の意見を確認のうえ、　　介護職
員だけで行える（減算される）
※他に減算されるケース
　全身入浴が困難で、利用者の希望により清拭または部分浴を実施
　同一建物等に居住する利用者にサービス提供
※利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、認　知
症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活　介護、
看護小規模多機能型居宅介護を受けている間は、訪問入浴介護費は算定しない。
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管理者（通所介護計画を作成） 常勤・専従で1人以上
（支障がなければ兼務可能）
専門資格は不要

生活相談員 専従1人以上、兼務不可 どちらか1人以上
常勤でなければな
らない介護職員 専門資格は不要

看護職員（看護師、准看護師） 専従で1人以上

機能訓練指導員 1人以上、兼務可能
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復
師、あん摩マッサージ指圧師、はり師またはきゅう師の資格を有
する者
ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う
機能訓練については、生活相談員または介護職員が兼務しても
良い。

通所介護
通所した利用者に、必要な日常生活上の世話および機能訓練を行い、利用者の社会的孤立感の解消、

心身機能の維持、利用者家族の身体的・精神的負担軽減を図る



通所介護の加算・減算

加算・減算

事業所と同一建物等に居住する利用者に
サービス提供

減算

サービス提供時間が9時間以上 加算（5時間を限度）

個別機能訓練加算

理学療法士等を配置。利用者の居宅を訪問したうえで、個別機能訓
練計画を作成し、3か月ごとに1回以上、利用者の居宅を訪問した上
で、利用者またはその家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓
練計画の進捗状況を説明し、訓練内容の見直し等を行っているこ
と。

栄養改善加算
管理栄養士を配置し、介護職員等と共同で作成した栄養ケア計画に
基づき支援。3か月間につき、月2回を限度に算定可能

口腔機能向上加算
言語聴覚士等を配置し、介護職員等と共同で作成した口腔機能改
善管理指導計画に基づき支援。3か月間につき、月2回を限度に算
定可能

認知症加算
認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の利用者に対して算定（若
年性認知症利用者受入加算との併用算定はできない）
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特定福祉用具販売　5つ

自動排泄処理装置
(専用パッドなどの消耗品は自費)

移動用リフト

浴槽用手すり手すり（スロープ）
工事を伴わない

手すり（スロープ）
工事を伴う
自動化×

年間上限10万 同一住宅上限20万

水洗ポータブルトイレ設置含む 和式→洋式便器設置〇
非水洗→水洗化は×
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福祉用具専門相談員2名以上
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介護老人福祉施設　
介護老人福祉施設の指定を受けられる施設

老人福祉法上に規定された特別養護老人ホーム（入所定員30人以上）

1週間に2回以上、適切な方法により、入所者を入浴させ、または清拭しなければならない

要介護1,2の者でも、認知症や虐待などやむを得ない事情により特例的に入居可能

入所者の負担により、当該施設の従業者以外の介護を受けさせてはならない

医療機関入院後、3か月以内に退院できる見込みの場合、退院後、再び円滑に入所できるようにしなければならない

協力病院を定めるのは義務、協力歯科医療機関を定めるのは努力義務
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老人福祉法で
特別養護老人ホーム（設置者は地方
公共団体か社会福祉法人）として認
可されている施設

介護保険法で
都道府県知事から介護保険施
設の指定を受けると
介護老人福祉施設となる
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医師
健康管理や療養上の指導ができる必要な人数で、その基準は明示されていない。非常勤でも可
管理者は医師でなくてもOK

介護支援専門員
1人以上。入所者の数が 100人またはその端数を増すごとに 1人を増やすこと。専従常勤の職員。ただし、入所
者の処遇に支障がない場合は他の職務との兼務可能。

生活相談員 入所者100人につき1人以上、常勤職員。

看護職員
介護職員

入所者対看護職員・介護職員は 3：1（常勤換算）
看護職員については
　30人未満の施設では 1人以上（常勤換算）
　30~50人未満の施設では 2人以上（常勤換算）
　50~130人未満の施設では 3人以上（常勤換算）
　130人以上の施設では 3人、プラス50人またはその端数を増すごとに 1人を加えた数（常勤換算）
　看護職員のうち1人以上は常勤の職員
介護職員は夜勤を含めて常時 1人以上の常勤の職員をおく

栄養士
1人以上。ただし、40人以下の施設で他の社会福祉施設等の協力があり、入所者処遇に支障がない場合は 配
置しなくてもよい

機能訓練指導員 1人以上。日常生活機能を改善、または減退防止の訓練ができる能力のあるもの。他の職務との兼務可。

管理者 常勤、ただし、管理上支障がなければ他の職務との兼務可能

介護老人福祉施設の人員基準



介護老人福祉施設の加算

看取り介護加算
入所者または家族の同意を得て、医師、看護師、介護職員等が共同して看取りの

支援を行った場合

日常生活継続支援加算

要介護4・5の者や認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者、または医療的ケ

アを必要とする者が一定割合以上入所しており、介護福祉士の数が入所者 6人に

対して1人以上配置している場合

栄養マネジメント加算

常勤の管理栄養士を1人以上配置し、入所者の栄養状態を把握したうえで、医師そ

の他多職種共同による栄養ケア計画の作成と定期的な評価・見直し、継続的な入

所者ごとの栄養管理をした場合

口腔衛生管理体制加算
歯科医師等が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言および指導を 月1回

以上行った場合

口腔衛生管理加算
歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対して口腔ケアを 月2回以上

行った場合
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生活保護制度
世帯単位、医療扶助と介護扶助は原則、現物給付、それ以外は金銭給付

生活扶助 日常生活の需要を満たすための給付（飲食物費、被服費、光熱水費、介護保険料）

教育扶助 義務教育の就学に必要な費用

住宅扶助 住宅の確保および補修、維持のために必要なもの

医療扶助
疾病や負傷による入院・通院により治療を要する場合、生活保護の指定医療機関に委
託して行う

介護扶助 介護保険法に規定する要介護者・要支援者が対象（自己負担分）

出産扶助 分娩の介助等

生業扶助 就労のために必要なもの

葬祭扶助 火葬・埋葬・納骨に必要なもの
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介護扶助の内容　

移送（介護サービスの利用時の交通費）以外は介護保険による介護サービスと同
じ。生活保護受給者が介護保険の被保険者となる場合は、介護保険のサービスが
優先し、介護保険で賄われない部分が生活保護から給付される

31

介護保険
次のページ①

介護扶助

介護扶助
次のページ②



介護扶助の
対象者

①介護保険の被保険者で要介護・要支援の状態にある者

②医療保険未加入の40歳以上65歳未満の要介護・要支援の状態にある者

介護扶助の
範囲

居宅介護、福祉用具、住宅改修、施設介護、介護予防、介護予防・日常生活支援、移送

介護扶助の
方法

現物給付（住宅改修・福祉用具は金銭給付）

被保護者が介護保険の被保険者である場合、介護保険による保険給付が優先し、自己

負担分が介護扶助の対象

（被保険者以外の者は介護保険が適用されないので、上の②の場合、介護サービスの

利用料金の10割が介護扶助として支給される）

※利用者負担額→介護扶助
※介護保険料や施設の日常生活費→生活扶助 32
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後期高齢者医療制度

運営主体
都道府県ごとにすべての市町村が加入して設立された後期高齢者医療

広域連合

被保険者

広域連合の区域内に住所を有する

・75歳以上の者

・65歳以上75歳未満の者で広域連合の障害認定を受けた者

※生活保護世帯に属する者は適用除外（医療扶助を適用）

被保険者の一部

自己負担

原則1割（現役並み所得者は 3割）

保険料率 広域連合ごとに条例で保険料率を決定
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成年後見制度

認知症、知的障害、精神障害などにより判断能力が不十分であるために、意思決定が困難な者

の判断能力を成年後見人が補っていく制度

申込み先 家庭裁判所（市町村×）

成年後見人の職務 ①財産管理、②身上監護（入浴介助等を行うことではない）

分類 法定後見制度、任意後見制度

成年後見制度には、認知症等の理由で判断能力が不十分となったときに、四親等内の親族等の申
し立てに基づき、家庭裁判所の職権で後見人を選任する法定後見制度と、認知症等になる前にあら
かじめ後見人と契約をしておく任意後見制度の２つがある。身寄りがない場合は、市町村長から家庭
裁判所に申し出ることもできる。
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成年後見制度

法定後見制度

任意後見制度

補助

後見

保佐

役割
①財産管理
②身上監護

判断能力が不十分
になった後で、家庭
裁判所の職権で後見
人を選任する制度

認知症等になる前
に、後見人とあらかじ
め契約しておく制度

認知症等の精神上の障害に
より、判断能力が不十分な
人が対象

認知症等の精神上の障害に
より、判断能力が著しく不十
分な人が対象

認知症等の精神上の障害
により、判断能力を欠く常
況にある人が対象

本人 任意後見人

任意後見監督人 家庭裁判所

公証人役場
公正証書以外は無効

任意後見契約の締結 選任申立

選任

監督
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